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１．件 名： 

脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国際実証事業 

 

２．根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第三号、四号、六号イ及びロ並び

に第九号 

 

３．背景及び目的・目標 

世界のエネルギー供給は、国際エネルギー機関（ＩＥＡ）によると世界各国で省エネルギー政策を実

施したとしても２０５０年には２０２１年比で約１．２倍となる見込みであり、海外においてエネルギ

ー消費の拡大を抑制することは、我が国のエネルギーセキュリティの確保に資するものである。同時に、

エネルギー起源の温室効果ガスの排出抑制を通じて、地球温暖化問題の解決にも貢献するものである。

また、その際に我が国の優れた技術を用いることで、我が国のエネルギー・環境関連産業の発展にもつ

ながるものである。本事業では、Ｓ＋３Ｅ（安全性、安定供給、経済性、環境適合）の実現に資する我

が国の先進的技術の海外実証を通じて、実証技術の普及に結び付ける。さらに、制度的に先行している

海外のエネルギー市場での実証を通じて、日本への成果の還元を目指す。これらの取組を通じて、我が

国のエネルギー関連産業の国内外への展開、国内外のエネルギー転換・脱炭素化、我が国のエネルギー

セキュリティに貢献する。 

 

４．実施内容及び進捗（達成）状況 

４．１ ２０２２年度事業内容 

（１）個別テーマ 

① 実証要件適合性等調査 

調査対象とする技術のビジネス展開を狙う国・地域におけるエネルギー事情、関連政策、ビジ

ネス環境等の情報収集を行った。また、我が国企業を中心としたコンソーシアム等によるエネル

ギー技術の普及を念頭に、実証研究の実現性及び普及可能性の検証も行った。さらに、相手国政

府機関や関係企業等とのこれらに係る意見交換を通じて協力関係の構築を行った。このような取

組を通じて、調査対象とする技術が、実証研究として成立するかを検討した。 

 

② 実証前調査 

２０１９年度以降に採択した実証研究候補案件の実証研究への移行の可能性について、相手国

の政府機関、サイト候補企業等との条件調整を含む協議など、実証研究の実施に向けて必要かつ

具体的な調査を行った。 

 

③ 実証研究（委託事業の場合「実証事業」） 

前年度に引き続いて機械・システムの製作、輸送、設置、試運転、実証運転等を行い、実証運転

ではデータを取得・解析した。なお、個々の案件の実施内容及び進捗（達成）状況は、別紙１の

とおり。 

 

④ フォローアップ 

実証事業を行った技術の相手国等における普及を促進するため、技術セミナーの実施、顧客候

補に対するコンサルティング等を行った。 
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（２）その他の関連事業 

① スマートコミュニティ推進調査等事業 

スマートコミュニティ推進に係る国内外の動向把握のための意見交換、情報収集や国際標準化

に向けた活動等を実施した。 

 

② 地球温暖化対策における国際機関等連携事業 

エネルギー・環境分野のイノベーションにより気候変動問題の解決を図るため、世界の学界・

産業界・政府関係者間の議論と協力を推進するための国際会議として、第９回ＩＣＥＦ （Ｉｎ

ｎｏｖａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ Ｆｏｒｕｍ）を対面及びオンラインのハイ

ブリッドにて開催した。 

 

③ 包括的マネジメント支援等事業 

個別テーマ及び地球温暖化対策における国際機関等連携事業を対象に、事業の効率的かつ円滑

な実施を目的として、各種マネジメント支援業務（対象事業の経済性評価、対象国での法務・税

務上のリスク分析等）、情報収集、これらに付随する業務を実施した。 

 

 

４．２ 実績推移 

（単位：百万円） 

年度 

１９９３～２０

０９年度（総

額） 

２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 

執行額 ８４，１２３ ６，０８７ ８，８８３ １０，４５２ 

年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 

執行額 ９，３３１ １２，０７８ １７，８７０ １３，４１２ 

年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 

執行額 １５，３９５ ９，６９５ ９，８６９ ８，８４０ 

年度 ２０２１年度 
２０２２年度 

（見込み） 
合計 

執行額 ７，３６０ ６，８２８ ２２０，２２３ 

 

※ １９９３～２００９年度 ：国際エネルギー消費効率化等モデル事業 

２０１０年度  ：国際エネルギー消費効率化等技術普及協力事業 

 ２０１１～２０１６年度 ：国際エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業 

  ２０１７年度～  ：エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業 

  ２０２３年度～  ：脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国際実証事業 

 

  

５．事業内容 

５．１ ２０２３年度事業内容 

５．１．１ 個別テーマ 

我が国が強みを有する省エネルギー・再生可能エネルギー、スマートコミュニティ等の技術を対

象に、技術の普及に向けて国内外の公的金融支援機関との連携、各国の計画策定段階からの協力や
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戦略的マッチング、トップ外交との連携、国際ルール・標準化対応、オールジャパンの体制構築等を

行い、実証研究を行っていく。また、実証研究の開始に当たっては、ＮＥＤＯが外部有識者の協力を

得つつ、実証研究の実現可能性や技術の普及可能性等を多角的に評価するとともに、ＮＥＤＯと相

手国政府機関等との間で協力に関する合意文書を締結するなど、相手国からの協力を引き出し、事

業の着実な進展と成果の最大化に資するよう、事業を遂行する。 

 

個別テーマは、①実証要件適合性等調査、②実証前調査、③実証研究（委託の場合「実証事業」）、

④フォローアップにより構成され、一連の事業を１テーマと見なし、①の実施者を公募した後の、

①から②、②から③への移行の可否は、外部有識者で構成される委員会の審査を経て決定する。④

を実施するか否かは、個別に判断する。 

ただし、市場環境や相手国政府からの要請等を考慮し、③を早急に進めることが有益と判断され

る場合には、公募の実施時期を含め、経済産業省と協議の上で②からの公募を経て実施することも

可能とする。 

 

実施に当たっては、ＮＥＤＯで構成するプロジェクトチームを個別テーマごとに設置し、プロジ

ェクトチーム長とプロジェクト主担当者を置く。プロジェクトチーム長は管理・運営を統括し、プ

ロジェクト主担当者は進捗管理のほか、国内外の関係者との調整業務等を行う。 

 

①は委託事業として、②以降は助成事業（ＮＥＤＯ負担率：大企業１／２、中小・ベンチャー企

業２／３）として実施する。 

ただし、２０２２年度以前に実施した公募に提案のあった案件については、基本計画に記載して

いる委託事業のクライテリアを満たす場合に限り、②以降も委託事業として実施することも可能

とする。その場合、委託費の対象は、主たる経費（②及び④は、「労務費」「その他経費」のうちい

ずれか、③は「機械装置等費」「労務費」「その他経費」のうちいずれか）に限定することとする。 

 

①実証要件適合性等調査 

実証研究を実施する候補先（国・地域）のエネルギー事情や市場、実証研究の計画（予算、

期間、現地で必要な許認可等）の妥当性について調査する。 

［実 施 期 間］原則１年以内とする。 

［予      算］原則２０百万円以内とし、委託事業として実施する（ただし、対象範囲

が広いものについてはこの限りではない）。 

［実 施 予 定 件 数］実施予定件数は定めずに、本事業の予算内で採択する。 

 

②実証前調査 

新たな実証研究の候補案件について、相手国の政府機関、サイト候補企業等との条件の協議

を含む必要かつ具体的な情報を収集し分析することで実証研究として成立するのか判断する。 

［実 施 期 間］原則１年以内とする（ただし、これを超える場合には個別協議とする）。 

［予      算］（助成事業）原則４０百万円以内（実施者負担分含む）とする。 

（委託事業）ＮＥＤＯ負担の上限は、４０百万円程度を目安とする。 

［実 施 予 定 件 数］実施予定件数は定めずに、本事業の予算内で採択する。 

 

③実証研究（委託の場合「実証事業」） 

実証研究（実証事業）の実現可能性及びと技術の普及可能性が認められたものを実施する。

実施することが決定した案件については、ＮＥＤＯと相手国政府機関等との間で協力に関す

る合意文書を締結し、日本側実施者は相手国企業と契約を締結する。なお、新規案件の実施内

容については、事業化評価の後定め、案件毎に別紙１に追加する。 

［実 施 期 間］原則３年（３６か月）以内とする。ただし、事業規模等により、当初実

施期間内に十分な実証が行えない場合は、事業目的の達成に必要な期

間とする。 

［予      算］（助成事業）原則４０億円以内（実施者負担分含む）とする。 

（委託事業）ＮＥＤＯ負担の上限は、３０億円程度を目安とする。 
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［実 施 予 定 件 数］実施予定件数は定めずに、事業化評価等を経て実施を決定する。 

 

④フォローアップ 

個別テーマに関する見学会・セミナー・展示会への参加・開催、人材育成、専門家派遣、運転

データの取得等を実施する。 

 

５．１．２ その他の関連事業 

（１）普及促進事業 

本事業が対象とする技術（Ｓ＋３Ｅの実現に資する我が国の先進技術）の国内外への普及促進

を図るために必要な情報の収集、イベントへの参加・開催等を実施する。 

 

（２）スマートコミュニティ推進調査等事業 

スマートコミュニティ技術の普及推進に係る意見交換、国内外の動向に関する情報収集、国際

標準化に向けた調査等を実施する。 

［調査テーマの規模］１件当たり２０百万円以内とする。 

 

（３）地球温暖化対策における国際機関等連携事業 

エネルギー・環境分野におけるイノベーションを加速することで地球温暖化問題を解決するこ

とをテーマにした国際会議を開催し（「気候変動対策に係る国際会議の開催等によるエネルギー・

環境技術イノベーション創出のための国際連携推進事業」として実施）、各国政府関係者及び産

業・学術界との議論を促進して、国際的なネットワークを確立する。 

 

（４）包括的マネジメント支援等事業 

本事業の全体を管理・運営するための支援業務を行う。 

 

 ５．２ ２０２３年度事業規模 

○エネルギー対策特別会計（需給勘定）   約６，８４０百万円（継続） 

うち、３４０百万円は「地球温暖化対策における国際機関等連携事業」として実施。 

（注）事業規模については、変動があり得る。 

 

６．事業の実施方式 

６．１ 公募 

（１）掲載する媒体 

ＮＥＤＯホームページで行う。 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

（３）公募時期・回数 

事業の進捗を踏まえ、適宜実施する。 

（４）公募期間 

原則３０日間以上とする。 

（５）公募説明会 

川崎等で開催する。 

 

６．２ 採択方法 

（１）審査方法 

提案者の審査・選定は、提案者に対してヒアリング等を実施した上で、ＮＥＤＯが設置する採択

審査委員会（学識経験者、産業界出身者等の外部有識者で構成）等の審査を経て、ＮＥＤＯが決定

する。なお、審査プロセスは非公開とする。 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

７０日間程度とする。 

（３）採択結果の通知 
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採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお、不採択の場合は、明確な理由を添

えて通知する。 

 （４）採択結果の公表 

    採択案件については、提案者の名称、実施テーマの名称、概要を公表する。 

なお、２０１９年度以降に採択された個別テーマについては、①実証要件適合性等調査、②実

証前調査、③実証研究、④フォローアップにより構成され、一連の事業を１テーマと見なし、①

の実施者を公募した後の、①から②、②から③への移行の可否は、外部有識者で構成される委員

会の審査を経て決定する。④を実施するか否かは、個別に判断する。 

 

７．その他重要事項 

（１）評価 

ＮＥＤＯは、我が国の政策的及び技術的な観点から、必要性、効率性、有効性について、事業評

価を実施する。評価の時期については、中間評価を２０２４年度に実施し、事後評価を２０２６年

度に実施予定。なお、個別テーマの事後評価については、実証研究（実証事業）の最終年度の翌年

度までに実施する。 

（２）運営・管理 

実証段階や終了後の事業展開に向けた様々なリスクを低減するため、２０２２年１１月に改訂

した「国際実証におけるリスクマネジメントガイドライン」を活用し、個別テーマのリスクマネジ

メント（リスクの特定・評価、対応計画の策定・実行、監視）を実施する。また、得られた知見や

経験を形式知として組織に蓄積し、継承していく。また、個別テーマの実施が決定した場合又は実

施内容を変更する場合には、適宜実施方針を改定する。 

（３）複数年度交付決定／委託契約の実施 

    各個別テーマの進捗に応じ、必要なものは複数年度交付決定／委託契約を行う。 

（４）実証事業（委託）に係る基本契約書の締結 

原則、実証前調査、実証事業、フォローアップの一連の事業を包括する基本契約書を締結する。 

（５）安全保障貿易管理について 

本事業では、安全保障貿易管理の観点から、輸出貿易管理令第４条第１項第三号イに規定する

核兵器等の開発等の動向に関して経済産業省が作成した「外国ユーザーリスト」に掲載されて

いる企業・組織等（以下「企業等」という。）又は国連の安全保障理事会の決議により武器及

びその関連品等の輸出が禁止されている国（国連武器禁輸国・地域）（輸出貿易管理令別表第

３の２）及び懸念３か国（輸出貿易管理令別表第４）に属する企業等が提案書の相手国政府機

関・相手国企業等に含まれている場合は対象外とする。 

 

８．年間スケジュール 

（１）本年度のスケジュール 

  ・２０２３年度当初及び下期に１回ずつ新規の実証要件適合性等調査の公募を実施する予定。 

・２０２３年１０月頃、第１０回ＩＣＥＦを開催する予定。 

・その他継続事業については、前年度に引き続き実施する予定。 

 

（２）来年度の公募について 

・事業の効率化を図るため、２０２３年度中に２０２４年度に実施する事業の公募を開始する。ただ

し、事業の内容は、別途２０２４年度実施方針で定める。 

・個別テーマ以外の事業については、仕様を決定次第、公募を開始する。 

 

９．実施方針の改定履歴 

（１）２０２３年３月  制定 

（２）２０２３年１０月 実証研究への移行に伴い、別紙１「７．欧州における水素発電を実現するため

の水素ガスタービン発電実証研究（ドイツ）」を追加。 
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別紙１ 

 

１．  省エネルギー型海水淡水化システムの実規模での性能実証事業（サウジアラビア王国） 

２．  配電網未整備地域における環境負荷の小さい電力供給を実現するためのマイクロ変電所の実証

研究（インド） 

３．  建物オール電化政策に対応した住宅用フレキシブルエネルギーマネジメントに係る実証事業（米

国・加州） 

４．  ラストマイル向けＥモビリティの効率的な運用管理を実現するためのＩＴシステムの実証研究

（インド） 

５．  地域のバイオマスを利用した省エネ型エビ養殖システム高度化実証研究（ベトナム） 

６．  エネルギー消費行動の変容を目的としたスマートモビリティの実証研究（フィリピン） 

７．  欧州における水素発電を実現するための水素ガスタービン発電実証研究（ドイツ） 
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（別紙１－１） 

プロジェクト番号：Ｐ９３０５０ 

１．件 名： 

  省エネルギー型海水淡水化システムの実規模での性能実証事業（サウジアラビア王国） 

 

２．背景及び目的・目標 

サウジアラビアは世界最大級の原油生産量を誇る資源国である一方で、降雨量が少ないため淡水資

源が乏しく、都市部に供給する水の大部分を海水淡水化に依存している等、国土の慢性的な水不足が問

題となっている。同国においては既に多くの海水淡水化プラントが稼働しているが、設備の老朽化や今

後の人口増加等に対応すべく、既存プラントの改修や新たなプラントの建設が計画されている。 

また、同国は２０１６年４月に２０３０年までの経済改革計画「ビジョン２０３０」を発表し、その

中で輸出資源である石油の消費を削減すべく、省エネルギー性に優れた先端技術の導入と拡大に言及

されており、造水分野においては、エネルギー効率の良い新たな造水設備の確保が喫緊の課題となって

いる。 

本事業は、内閣府の「最先端研究開発支援（ＦＩＲＳＴ）プログラム」の一つである「Ｍｅｇａ－ｔ

ｏｎ Ｗａｔｅｒ Ｓｙｓｔｅｍ Ｐｒｏｊｅｃｔ（２０１０～２０１３年度）」で確立した技術（低

圧海水淡水化ＲＯ（逆浸透）膜、低圧二段高収率海水淡水化システム）を用い、「省エネルギー型海水

淡水化システム」を構築・実証し、その省エネルギー効率、信頼性、経済性を示すことで、サウジアラ

ビア王国の各都市をはじめ、ＧＣＣ（湾岸協力会議）諸国に、本システムの普及拡大を図ることを目的

とする。 

また、制度等が先行する実証地での実証技術や成果等の日本への将来的な還元を目指す。 

 

［実証事業の目標］ 

最終目標  

・石油代替エネルギー効果目標値： ８００ ｋＬ／年 

・温室効果ガス削減目標値：２，０９６ ｔ－ＣＯ２／年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況 

３．１ 事業期間 

２０１８年度～２０２３年度 

 

３．２ 実施内容 

本事業では、サウジアラビア王国デューバにおいて、サウジアラビア海水淡水化公社（ＳＷＣＣ）

が保有する海水淡水化プラントに、造水量１０，０００ ｍ３／日の低圧二段高収率海水淡水化シス

テムを構築する。 

実証運転では、ＳＷＣＣと合意した水質基準を満たしながら安定的に造水できることを検証する

とともに、従来ＲＯ膜法に比べて、約２０％の省エネルギー効果を検証する。 

この実証事業の成果を基に、ＳＷＣＣの計画する他の海水淡水化案件、またサウジアラビア国内

外へ、省エネルギー型海水淡水化システムの普及を図る。 

 

［実施体制］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（株）日立製作所 

東レ（株） 

NEDO 

SWCC 

 

 

 

 

（サウジアラビア 

海水淡水化公社） 

委託契約 

基本協定書(MOU) 

協定付属書(ID) 
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① 協定書関連業 

基本協定書（ＭＯＵ）、協定付属書（ＩＤ）締結等に係る業務を実施する。 

② 現地調査 

実証プラント建設予定地の詳細調査をＳＷＣＣと共同で実施する。 

③ 設計 

実証システムの基本設計及び詳細設計を実施する。 

④ 機器製作・輸送 

実証システムに係る設備機器の製作・輸送を実施する。 

⑤ 据付・試運転 

日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施する。 

⑥ 実証運転 

システムの実証運転を行い、システムの実用性及び本省エネルギー技術の有効性を実証 

する。 

⑦ 普及活動 

サウジアラビア国内外への普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

２０１５年２月～２０１６年３月に実証前調査を実施し、実証事業への移行について決定した。 

① 協定書関連業務 

２０１７年１２月、基本協定書（ＭＯＵ）を締結した。 

２０１８年３月、協定付属書（ＩＤ）を締結した。 

２０１８年４月より実証事業を開始した。 

② 現地調査 

実証プラント建設予定地の詳細調査をＳＷＣＣと共同で実施した。 

③ 設計 

実証システムの基本設計及び詳細設計を実施した。 

④ 機器製作・輸送 

      実証システムに係る設備機器を製作・輸送を実施した。 

⑤ 据付・試運転 

  日本側の指導の下に、設備機器の据付、試運転を実施した。 

⑥ 実証運転 

  システムの実証運転を開始した。 

 

４．２０２３度事業内容  

⑥ 実証運転 

⑦ 普及活動 

 

５．２０２３年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給勘定） １４５百万円 

 

６．その他重要事項 

６．１ 事後評価の実施 

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を事業終

了後１年以内に実施（予定）。 

 

６．２ その他 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、委託（複数年度契約）により実施する。 

（注１）事業規模については、変動があり得る。 
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（別紙１－２）  

プロジェクト番号：Ｐ９３０５０  

１．件 名：  

配電網未整備地域における環境負荷の小さい電力供給を実現するためのマイクロ変電所の実証研究

（インド） 

 

２．背景及び目的・目標  

インドでは電力関連の主要政策として「２４×７ Ｐｏｗｅｒ ｆｏｒ Ａｌｌ」が掲げられ、全ての地

域に対する３６５日２４時間の電力供給を目指しているが、北部や北東部などでは、送電線は整備されて

いるものの配電網が脆弱又は未整備であるが故に電力供給が不安定又は未電化の地域が多く存在する。

そのような地域のうち送電線が敷設されている地域では、電力供給用に大容量化した計器用変圧器（ＰＶ

Ｔ）を用いたマイクロ変電所を設置して、特別高圧送電線から直接低圧電力を供給することで、電力の安

定供給が期待できる。 

本実証研究では、対象技術に対するインド国内でのニーズを踏まえ、同国での普及展開を目指しＰＶＴ

を用いたマイクロ変電所により実際の需要家に電力を供給することで、その有効性を実証する。 

また制度等が先行する実証地での実証技術や成果等の日本への将来的な還元を目指す。 

 

［実証事業の目標］ 

最終目標（２０２４年３月末） 

・原油代替エネルギー効果目標値：３７．５ kL/年 

・温室効果ガス削減目標値：２５４ t-CO2/年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況  

３．１ 事業期間  

  ２０２１年度～２０２３年度 

 

３．２ 実施内容  

① 協定書関連業務 

合意文書、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施する。 

② 現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。  

③ 設計  

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。  

④ 機器製作・輸送  

設備機器の製作及び輸送を実施する。  

⑤ 据付・試運転  

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。  

⑥ 実証運転  

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本エネルギー技術の有効性を実証する。  

⑦ 普及活動  

普及を図るため、セミナー開催等の普及活動を実施する。 
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［実施体制］ (予定) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ３．３ 進捗（達成）状況 

① 協定書関連業務 

   合意文書、契約文書（ＰＡ）締結等に係る調整を実施した。 

② 現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施した。  

③ 設計  

設備の基本設計を実施した。 

 

４．２０２３年度事業内容   

① 協定書関連業務 

合意文書、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施する。 

③ 設計 

設備の詳細設計を実施する。 

④ 機器製作・輸送  

設備機器の製作及び輸送を実施する。  

⑤ 据付・試運転  

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。  

⑥ 実証運転  

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本エネルギー技術の有効性を確認する。  

⑦ 普及活動  

普及を図るため、情報発信を実施する。 

 

５．２０２３年度事業規模  

   エネルギー対策特別会計（需給勘定）３１百万円  

 

６．その他重要事項  

６．１ 事後評価の実施 

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を２０２

４年度に実施（予定）。 

 

６．２ その他 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、助成（複数年度交付決定）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 

  

対象国（インド） 

デリー政府 NEDO 

日新電機株式会社 

日 本 

助成 
契約文書 

（ＰＡ） 

合意文書 

協力・監督 

 ＴＡＴＡ Ｐｏｗｅｒ-ＤＤＬ 
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（別紙１－３）  

プロジェクト番号：Ｐ９３０５０  

１．件 名：  

建物オール電化政策に対応した住宅用フレキシブルエネルギーマネジメントに係る実証事業（米国・

加州） 

 

２．背景及び目的・目標  

   米カリフォルニア州の公営電気事業者であるサクラメント電力公社（Ｓａｃｒａｍｅｎｔｏ Ｍ

ｕｎｉｃｉｐａｌ Ｕｔｉｌｉｔｙ Ｄｉｓｔｒｉｃｔ以下「ＳＭＵＤ」）は、２０３０年までに電

力分野でのゼロカーボンを目指して、一般住宅全世帯のオール電化を推進するとともに、需要サイド

へも積極的な投資を行っているイノベーティブな取組のカリフォルニア州の脱炭素化をリードする

方針を表明した。一方、オール電化政策に伴う電力インフラコストの増加 グリッドに対する電力負

荷の予測と電力需要の制御の難しさという課題を抱えている。 

本実証研究では、カリフォルニア州のオール電化推進に伴う課題解決へのニーズを踏まえ、ＳＭＵ

Ｄのサービスエリアにある一般住宅にフレキシブルエネルギーマネージメントシステム（Ｆ－ＥＭ

Ｓ）と称する日本のビルエネルギーの高度制御技術を導入し、グリッドに対する電力負荷の予測と電

力需要の制御の有効性を実証するとともに、居住者には、快適性と、時間帯別料金を活用した電気代

節約の両立を図る。 

また、制度等が先行する実証地での実証技術や成果等の日本への将来的な還元を目指す。 

 

［実証事業の目標］ 

最終目標 

・原油代替エネルギー効果目標値：０．９５２９５６ ｋＬ／年（２０２４年） 

７．２万 ｋＬ／年（２０４０年） 

・温室効果ガス削減目標値：１．４ ｔ－ＣＯ２／年（２０２４年） 

１０４，０００ ｔ－ＣＯ２／年（２０４０年） 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況  

３．１ 事業期間  

  ２０２２年度～２０２４年度 

 

３．２ 実施内容  

① 協定書関連業務 

合意文書、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施する。 

② 住宅選定と契約 

ＳＭＵＤとともにＳＭＵＤの顧客宅を選定し、順次契約を実施。本実証研究では住宅約８軒 

＋１軒（ＵＣ Ｄａｖｉｓ実験棟）を予定。住宅約８軒は、ＳＭＵＤが選択し、世帯人数や、

住宅内設備について比 較評価できるように多様性をもたせる予定。 

③ 設置インストール 

実証を行うＳＭＵＤ顧客宅へＥｎｅｒｇｙＫｉｔの導入、宅内リソースとの接続を順次実

施。ＵＣ Ｄａｖｉｓの実験棟等へＥｎｅｒｇｙＫｉｔを導入し、住宅導入の準備としてのＥ

ｎｅｒｇｙＫｉｔの調整も行う。 

④ データの取得と評価 

・モデルの適応性 

・ダイナミックプライシングに対する需要家負荷制御の有効性検証 

・ＴＯＵ（時間帯別料金）／ＣＰＰ（ピーク抑制）／一日前市場への対応性の評価 

・ＭＩＤＡＳ（Ｍａｒｋｅｔ Ｉｎｆｏｒｍｅｄ Ｄｅｍａｎｄ Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ 

Ｓｅｒｖｅｒ）との接続 

・ＳＭＵＤは顧客の１時間ごとのスマートメータの大規模データを活用して、Ｅｎｅｒｇｙ 

Ｋｉｔの自動制御機能の負荷制御の影響度合いを評価 

・需要家の満足度、設備投資抑制効果（アップグレード不要）検証 
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なお、データ取得・分析進めながら、ＥｎｅｒｇｙＫｉｔの改良改善についても、昨年度

利用したモデルハウスやＵＣ Ｄａｖｉｓの実験棟等を活用して行う。 

⑤ 事業化検討 

商用化に向けた実務的課題、費用・効果を考慮したビジネスとしての展開性を検討する。 

 

［実施体制］  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ３．３ 進捗（達成）状況 

① 協定書関連業務 

合意文書（ＬＯＩ）、契約文書（ＭＯＵ）締結等に係る業務を実施した。 

② 住宅選定と契約 

実施サイトの事前詳細調査、協議に係る業務を実施した。 

住宅選定の事前準備を実施した。 

③ 設置インストール 

設置機器インストールに関する協議を実施した。  

 

４．２０２３年度事業内容   

② 住宅選定と契約 

③ 設置インストール 

④ データ取得と評価（満足度調査） 

⑤ 事業化検討 

 

５．２０２３年度事業規模  

   エネルギー対策特別会計（需給勘定）３９百万円  

 

６．その他重要事項  

６．１ 事後評価の実施 

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を２０２

４年度に実施（予定）。 

 

６．２ その他 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、助成（複数年度交付決定）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 

  

対象国（米国） 

カリフォルニアエネルギー 

委員会（ＣＥＣ） 
ＮＥＤＯ 

パナソニック ホールディングス 

日 本 

助成 

ＭＯＵ 

ＬＯＩ 

協力・監督 

ＳＭＵＤ、ＵＣ－Ｄａｖｉｓ 
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（別紙１－４）  

プロジェクト番号：Ｐ９３０５０  

１．件 名：  

ラストマイル向けＥモビリティの効率的な運用管理を実現するためのＩＴシステムの実証研究（イ

ンド） 

 

２．背景及び目的・目標  

急激な経済成長が進むインドでは、都市部における大気汚染と交通渋滞が大きな社会問題となってい

る。これらの社会問題の解決のために、中央政府と各州政府により、Ｅモビリティ（電動車両）の普及施

策や大都市におけるクリーンかつ高密度で効率的な公共交通の利用促進を目的としたメトロ交通の拡張

が推進されているが、メトロのような一次交通の利用促進には、その先の二次交通、すなわちラストマイ

ル※１ 交通の整備も併せて行うことが重要である。 

このような公共交通（メトロ）とラストマイル交通の組合せにおけるＥモビリティ（Ｅオート：電動３

輪車両）を対象にＩＴ運用支援システムを提供することで、輸送効率と乗客の利便性が向上され、利用者

増加と交通渋滞・大気汚染改善への貢献が期待できる。 

本実証研究では、ＩＴ運用支援システムとしてオンデマンド運行管理、配車アルゴリズム、バッテリー

マネジメント等の機能を有するクラウドシステムを活用し、インドのメトロ駅周辺でラストマイルＥオ

ートを運用する事業者（オペレーター）、ドライバー及び乗客に、オペレーターアプリ、ドライバーアプ

リ、乗客アプリを提供の上、利用してもらうことにより、輸送効率や乗客の利便性向上への効果を検証

し、利用者の増加やＥモビリティの普及促進を図る。 

また、実証技術や成果等の日本への将来的な還元を目指す。 

※１ Ｌａｓｔ Ｏｎｅ Ｍｉｌｅ（最後の１マイル）の略で、交通分野では、最寄り駅から目的地までの区間を意

味する。 

 

［実証研究の目標］ 

最終目標（２０２４年３月末） 

・原油代替エネルギー効果目標値：９０ ｋＬ／年 

・温室効果ガス削減目標値：２５９ ｔ－ＣＯ２／年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況  

３．１ 事業期間  

   ２０２２年度～２０２３年度 

 

３．２ 実施内容  

① 協定書関連業務 

合意文書、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施する。 

② システム設計 

ＩＴシステムの基本設計及び詳細設計を実施する。  

③ システム構築 

設計に基づきＩＴシステムの構築を実施する。  

④ ハードウェア調達 

３輪電動車両、充電器、通信機器等の設備機器の調達を実施する。 

⑤ 土木・組立工事 

３輪電動車両の運行環境整備の土木・組立工事を実施する。 

⑥ 教育・訓練・試運転 

設備機器の据付、ＩＴシステム運用の要員教育・訓練及び試運転を実施する。 

⑦ 実証運転  

実証運転を行い、運用データ評価によりＩＴシステムの有効性及び実用性を検証する。  

⑧ 普及活動  

普及を図るため、視察の受入れやセミナー開催等の普及活動を実施する。 



１４ 

 

 

［実施体制］ （予定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ３．３ 進捗（達成）状況 

① 協定書関連業務 

合意文書、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施した。 

② システム設計 

ＩＴシステムの基本設計及び詳細設計を実施した。  

③ システム構築 

設計に基づきＩＴシステムの構築の一部を実施した。  

④ ハードウェア調達 

３輪電動車両、充電器、通信機器等の設備機器の調達を実施した。 

⑤ 土木・組立工事 

３輪電動車両の運行環境整備の土木・組立工事を実施した。 

 

４．２０２３年度事業内容   

③ システム構築 

設計に基づきＩＴシステムの構築を実施する。  

⑥ 教育・訓練・試運転 

設備機器の据付、ＩＴシステム運用の要員教育・訓練及び試運転を実施する。 

⑦ 実証運転  

実証運転を行い、運用データ評価によりＩＴシステムの有効性及び実用性を検証する。  

⑧ 普及活動  

普及を図るため、視察の受入れやセミナー開催等の普及活動を実施する。 

 

５．２０２３年度事業規模  

   エネルギー対策特別会計（需給勘定）１１１百万円  

 

６．その他重要事項  

６．１ 事後評価の実施 

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を２０２

４年度に実施（予定）。 

 

６．２ その他 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、助成（複数年度交付決定）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 

  

対象国（インド） 

デリー準州政府交通局 ＮＥＤＯ 

パナソニック ホールディングス(株) 

日 本 

助成 
契約文書 

（ＰＡ） 

合意文書 

協力・監督 

ＥＴＯ Ｍｏｔｏｒｓ Private Limited 



１５ 

 

（別紙１－５） 

プロジェクト番号：Ｐ９３０５０ 

１．件 名： 

地域のバイオマスを利用した省エネ型エビ養殖システム高度化実証研究（ベトナム） 

 

２．背景及び目的・目標  

本事業では、エビ養殖が盛んであり、エネルギーに関する政策的後押しが期待できるベトナムにお

いて、エビ養殖で発生する汚泥と周囲に賦存する農作物残渣をバイオガスの原料として、固定酸化物

形燃料電池（ＳＯＦＣ）を活用して、ＩｏＴを利用したエビ養殖の生産性向上を図る環境配慮型高度エ

ビ養殖システム技術の実証を行う。 

本実証システムでは、従来利用法が無く、環境汚染に繋がる養殖池から排出される汚泥や地域で放

置されるバイオマスを使ったＳＯＦＣ発電により、環境汚染を防ぎ、エビ養殖に使用する電力の脱炭

素化を図る。ＳＯＦＣで発電した電力により、ＩｏＴを活用した水質管理を行う。比較的利益率の高い

エビの増産を図り、小規模でも高い事業採算性が期待できる。また将来、本実証システムをベトナムで

普及させることで、環境に配慮したエビ増産技術を確立・普及させ、エビ輸出拡大を目指すベトナムの

国策に資する。 

 

［実証研究の目標］ 

最終目標（２０２６年３月末） 

・原油代替エネルギー効果目標値：２．６２ｋＬ／回×３回／年＝７．８６ｋＬ／年 

・温室効果ガス削減目標値：１５．５１ ｔ－ＣＯ２／年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況  

３．１ 事業期間  

２０２２年度～２０２５年度 

 

３．２ 実施内容  

① 協定書関連業務 

意向表明書（ＬＯＩ）、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施する。 

② 現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。  

③ 設計  

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。  

④ 機器製作・輸送  

設備機器の製作及び輸送を実施する。  

⑤ 据付・試運転  

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。  

⑥ 実証運転  

設備の実証運転を行い、設備の実用性及び本エネルギー技術の有効性を実証する。  

⑦ 普及活動  

セミナー開催等の普及活動を実施する。 

  



１６ 

 

 
［実施体制］  

 

３．３ 進捗（達成）状況 

① 協定書関連業務 

意向表明書（ＬＯＩ）、契約文書（ＰＡ）を締結した。 

 

４．２０２３年度事業内容   

 ② 現地調査 

  実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。  

③ 設計  

設備の基本設計及び詳細設計を実施する。 

④ 機器製作・輸送  

設備機器の製作及び輸送を実施する。  

① 据付・試運転  

日本側の指導の下、設備機器の据付及び試運転を実施する。  

  

５．２０２３年度事業規模  

   エネルギー特別会計（需給勘定）１２２百万円  

 

６．その他重要事項  

６．１ 事後評価の実施 

  本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価をテーマ 

終了翌年に実施（予定）。 

 

６．２ その他 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、助成により実施する。  

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。  

  

対象国（ベトナム） 

ティエンザン省 

農業農村開発局（ＤＡＲＤ） 

 

ＮＥＤＯ 

裕幸計装(株) 

日 本 

助成 

契約文書 

（ＰＡ） 

 

意向表明書 

（ＬＯＩ） 

 

協力・指示 

 ＴＨ ＡＱＵＡ有限会社 

（ＴＨ） 



１７ 

 

（別紙１－６）  

プロジェクト番号：Ｐ９３０５０  

１．件 名：  

エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／エネルギー消費行動の変容を目的

としたスマートモビリティの実証研究（フィリピン） 

 

２．背景及び目的・目標  

経済成長と人口増加が著しいフィリピンでは、都市部において人口過密状態であり、慢性的な交通渋滞

が発生している。交通渋滞は、個人事業主ドライバーの自己裁量が生み出すカオスな運行が要因であり、

経済的損失、大気汚染、無駄なエネルギーの消費等の問題を引き起こしている。フィリピン政府は、人口

過密等の解決のためにスマートシティの建設を進めており、都市計画に沿った秩序のある省エネルギー

に対応した交通網敷設が求められている。 

本実証研究では、スマートシティとして開発の進むクラークエリアにおいて、交通サービス向けのクラ

ウド型システム、ＥＶバス、自動運転車両、ドローン、スマートポール等を活用した新交通サービスの有

効性を検証する。フィリピンにおいて、利便性が高く、省エネルギーに対応した交通サービスの普及展開

を目指す。また、実証技術や成果等の周辺国への普及や日本への将来的な裨益を目指す。 

 

［実証事業の目標］ 

最終目標 

＜温室効果ガス削減効果＞ 

プロジェクト実施による年間削減量＝ ６２４ ｔ－ＣＯ２／年 

＜原油削減効果（省エネ）効果＞ 

プロジェクト実施による年間削減量＝ ２６７，２４２ｋＬ／年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況  

３．１ 事業期間  

  ２０２２年度～２０２５年度 

 

３．２ 実施内容  

① 協定書関連業務 

合意文書（ＭＯＵ）、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施する。 

② 現地調査 

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。  

③ 設計  

ソフトウェアの基本設計及び詳細設計を実施する。  

④ 機器製作・輸送  

ハードウェア（ＥＶバス、自動運転車両、電動バイク、ドローン、スマートポール等）の

調達を実施する。  

⑤ 試運転  

ソフトウェアとハードウェアとを組合せ、現地で試運転を実施する。  

⑥ 実証運転  

実証運転を行い、得られたデータを分析し、知見を整理する。  

⑦ 普及活動  

セミナー等を通じて、各地のスマートシティ等に成果をＰＲする。 

  



１８ 

 

［実施体制］ （予定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

３．３ 進捗（達成）状況 

① 協定書関連業務  

合意文書（ＭＯＵ）、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施した。  

② 現地調査  

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施した。  

③ 設計  

ソフトウェアの基本設計を実施した。  

 

４．２０２３年度事業内容   

② 現地調査  

実施サイトの事前詳細調査に係る業務を実施する。  

③ 設計  

ソフトウェアの基本設計及び詳細設計を実施する。  

④ 機器製作・輸送  

ハードウェア（ＥＶバス、スマートポール等）の調達を実施する。 

 

５．２０２３年度事業規模  

   エネルギー対策特別会計（需給勘定）３９０百万円  

 

６．その他重要事項  

６．１ 事後評価の実施 

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を２０２

５年度に実施（予定）。 

 

６．２ その他 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、助成（複数年度交付決定）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 

  

対象国（フィリピン） 

フィリピン基地転換開発公社 ＮＥＤＯ 

Ｚｅｎｍｏｖ株式会社 

日 本 

助成 

契約文書 

（ＰＡ） 

合意文書 

（ＭＯＵ） 

協力・監督 

 ＭＭＴＯＩ 

（ＭＣ Ｍｅｔｒｏ Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ Ｏｐｅｒａｔｉ

ｏｎ Ｉｎｃ．） 
Ｚｅｎｍｏｖ Ｐｈｉｌ

ｉｐｐｉｎｅｓ 

委託 



１９ 

 

（別紙１－７）  

プロジェクト番号：Ｐ９３０５０  

１．件 名：  

脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国際実証事業／欧州における水素発電を実現する

ための水素ガスタービン発電実証研究（ドイツ） 

 

２．背景及び目的・目標  

ドイツは 2030年までに 65%の温室効果ガス削減、2045年までのカーボンニュートラル達成、という野

心的な目標を掲げている。これに伴い、特に電力分野での脱炭素化を如何にして進めるかが課題となって

おり、電力分野での脱炭素化のため、再生可能エネルギーの大量導入を進めていく方針となっている。 

そのドイツでは、再生可能エネルギー法の改正により 2030年までに電力消費量に占める再エネ割合の

目標値を 80％と定めているが、その大半は太陽光発電や風力発電を中心とする VRE（変動性再生可能エ

ネルギー）であり、国家水素戦略において水電解プラントの設備容量の拡充を掲げられる中で VRE の余

剰電力を活用したクリーン水素の製造の規模も拡大するとみられている。また、高い比率の VRE をバッ

クアップするために発電量をコントロール可能な電源として，発電時に二酸化炭素を排出しない水素ガ

スタービン発電への期待が高まっている。 

本実証研究では、ドイツ北西部のリンゲンにおいて、風力発電の余剰電力で製造される水素を燃料とし

て、30MW級の水素ガスタービン発電設備の運用性を実証する。 

 

［実証事業の目標］ 

最終目標 

＜温室効果ガス削減効果＞ 

プロジェクト実施による年間削減量＝ ２，７１２ｔ－ＣＯ２／年 

＜原油削減効果（省エネ）効果＞ 

プロジェクト実施による年間削減量＝ １，７００ｋＬ／年 

 

３．実施内容及び進捗（達成）状況  

３．１ 事業期間  

  ２０２３年度～２０２５年度 

 

３．２ 実施内容  

① 協定書関連業務 

合意文書（ＭＯＵ）、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施する。 

② 基本設計、詳細設計 

水素ガスタービン発電装置の基本設計、詳細設計を実施する。  

③ 機械調達、製作  

②において設計された機器を製造・調達の上、組立て製作を行う。  

④ 輸送  

ガスタービンエンジン、発電装置、周辺機器の現地への輸送を行う。  

⑤ 土木建築、組み立て工事  

現地での発電装置組立てを行う。  

⑥ 教育、訓練  

運転員への発電装置の安全教育、機能説明、操作方法教育を行う。  

⑦ 試運転（燃焼器試験含む）、実証運転  

試運転で発電装置として実運用に耐えることを確認の上で、主に高水素濃度、高負荷での

実証運転を行う。 

  



２０ 

 

［実施体制］ （予定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．２０２３年度事業内容   

① 協定書関連業務 

合意文書（ＭＯＵ）、契約文書（ＰＡ）締結等に係る業務を実施する。 

② 基本設計、詳細設計 

水素ガスタービン発電装置の基本設計、詳細設計を実施する。  

③ 機械調達、製作  

②において設計された機器を製造・調達の上、組立て製作を行う。 

 

５．２０２３年度事業規模  

   エネルギー対策特別会計（需給勘定）１２百万円  

 

６．その他重要事項  

６．１ 事後評価の実施 

本実証テーマについては、ＮＥＤＯに設置する委員会において外部有識者による事後評価を２０２

６年度に実施（予定）。 

 

６．２ その他 

「３．２ 実施内容」に係る業務は、助成（複数年度交付決定）により実施する。 

（注１）事業期間は、進捗状況等により変動があり得る。 

（注２）事業規模については、変動があり得る。 

 

対象国（ドイツ） 

ＮＯＷ 

（水素･燃料電池研究開発推進機構） ＮＥＤＯ 

川崎重工業株式会社 

日 本 

助成 

契約文書 

（ＰＡ） 

合意文書 

（ＭＯＵ） 

協力・監督 

 RWE Generation 


